
評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 

国名：スリランカ 案件名：学校運営改善プロジェクト 

分野：基礎教育 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（評価時点）：3.9 億円 所轄部署：スリランカ事務所 

先方関係機関：スリランカ国教育省、州教育省、ゾー

ン教育事務所 

協力 

期間 

(R/D): 2005 年 8 月 12 日 

3 年 3 ヶ月(2005.10.1-2008.12.31) 

日本側協力機関：特になし 

他の関連協力：開発調査「初中等理数科分野教育マス

タープラン」 

１-１ 協力の背景と概要 

（１）スリランカにおける人間開発指標は高く、教育セクターにおいても成人識字率に男女格差

はなく、男女ともに 92％であり、初等教育の純就学率も 95％と比較的高い。一方、「教育の質」

に目を向けると、全国統一試験の結果において国語や歴史、社会科などの文科系科目の合格率

が 70～80％と高い一方で、理数科系科目の合格率が 40～50%と低く、近年その数字がさらに

悪化する傾向にある。 

（２）JICA は、2002 年から約 3 年間、開発調査「初中等理数科分野教育マスタープラン」を実施

してきた。当初、初中等教育における理数科教育の向上を対象としたものであったが、問題を

探ってみたところ、教科だけではなく、非効率的な学校運営に問題が潜んでいるという点に辿

り着いた。このため、同調査のパイロット活動として、理数科教育分野の支援に加えて、スリ

ランカ国内においても広く知られている 5S 運動（整理・整頓・清掃・清潔・しつけ）などを

取り入れて実施する「改善活動」を「教育改善活動」として学校レベルに導入するという、学

校運営の改善を提案・実施した。 

（３）この開発調査の成果をふまえて、2005 年 10 月より、教育行政官の支援のもと、学校主体の

教育改善活動の導入・実施を通じ、特に理数科分野の教育の質の向上および地域間格差是正を

図ることを目的とした技術協力プロジェクト「学校運営改善プロジェクト」を実施した。本プ

ロジェクトでは、教育省とともに、対象となる 5 つの教育ゾーン(教育の地方行政単位)におい

て、ゾーン教育事務所（ZEO）および学校を対象に、教育改善活動の実施を支援するとともに、

ZEO による対象校の指導・モニタリング体制の構築を支援した。また理数科教育については、

理数科教育改善委員会（CoSM）を設立し、理科に関しては主にゾーン・学校レベルで授業研

究を行い、算数・数学に関しては 100 ます計算や IMaCS（基礎計算能力強化ワークブック）

の導入・普及を図った。 



１-２ 協力内容 

（１）上位目標 

1. 対象ゾーンにおいて教育の質と公平さが改善される。 

2. 学校運営改善活動を実施するための持続的な制度が、対象校から対象校以外の学校へ、対象

ゾーンから対象外のゾーンへ広がる。 

（２）プロジェクト目標 

対象ゾーンにおいて学校運営改善活動を実施するための持続的な制度が定着する。 

（３）成果 

成果 1. 対象ゾーン教育事務所に改善活動が導入され実施される。 

成果 2. ZEO の支援により対象校で学校運営･管理に関わる教育改善活動が導入・実施される。 

成果 3. ZEO の支援により対象校で理数科に関わる教育改善活動が導入・実践される。 

成果 4. 学校運営改善のための縦（学校、ゾーン、州、国）と横（ゾーン内）の連携が強化され

る。 

（４）投入（2008 年 9 月時点） 

日本側：  

専門家派遣  計 8 分野 延べ 67.74M/M 

研修員受入  6 名 

機材供与 4,795 千円 

現地活動費  29,836 千円   改善活動実施配賦金 38,300 千円 

相手国側： 

カウンターパート配置  8 名 

専門家執務室 教育省および 5 つのゾーン教育事務所に 1 室ずつ 

経費負担：9,250 千ルピー（モニタリング交通費、ワークショップ開催費、ゾーン(2007･2008

年度)および学校(2008 年度)での改善活動実施経費等） 

２. 評価調査団の概要 

調査者 団長  ：鈴木 規子 JICA スリランカ事務所 所長（現地参団） 

教育協力：原 智佐 JICA 人間開発部基礎教育グループ基礎教育第一課長 

協力企画 1：東谷 あかね JICA 人間開発部基礎教育グループ基礎教育第二課 

Jr.専門員 

協力企画 2：井上 琴比  JICA スリランカ事務所 所員（現地参団） 

評価分析 ：田村 智子 （株）かいはつマネジメント・コンサルティング 

調査期間 2008 年 8 月 27 日〜2008 年 9 月 14 日 評価種類：終了時評価 



 

３. 評価結果の概要 

３-１ 実績の確認 

（１）投入 

日本側・スリランカ側からの投入は計画通りに行われた。 

（２）活動実績 

プロジェクトのほとんどの活動は、計画どおりに実施されたが、CoSM の設立と一部の理科

教育にかかる活動に遅れがみられた。 

（３）成果達成状況 

・成果 1：全ての対象 ZEO に教育改善活動が導入され継続的に実施されている。ZEO では業務

の効率化や職員間のコミュニケーションなどに改善がみられた。 

・成果 2：全ての対象校に学校運営に関する教育改善活動が導入され、継続的に実施されている。

対象校では、学校文化・学習環境・教員や生徒の出席率や意欲・保護者の参加などに良好な

変化がみられた。ZEO のモニタリングは実施されているが、計画された回数のモニタリング

が行われていないケースもあった。 

・成果 3：全ての対象校に理数科教育に関する教育改善活動が導入され、継続的に実施されてい

る。対象校は IMaCS や理科の授業研究などに主体的に取り組み、成績の向上がみられる学校

もある。対象 ZEO や対象校における理数科の QE サークル（QEC）活動により教材開発がな

され、授業に活用されている。 

・成果 4：中央教育省、州教育省、ZEO、学校レベルにおいてそれぞれ教育改善活動委員会が定

期的に開催され、活動進捗状況や今後の計画策定の協議・決定を行っている。対象校におけ

る教育改善活動の経験や成果が、成果発表会を通じて他の対象校や非対象校と共有されてい

る。また、スリランカ側関係者による教育改善活動のより広い、適切な普及に際しての活用

を目的として、教育改善活動の導入・実施に必要な関連情報、スキル、知識をまとめたマニ

ュアルの作成が進められている。 

（４）プロジェクト目標達成度 

対象 ZEO や対象校では、プロジェクト終了後、教育改善活動を年次計画に取り込み、通常業

務や活動の一環として取り組む予定であり、活動予算についても 2009 年度分は既に教育省や州

政府教育省による申請がなされている。また、対象 ZEO はゾーン内の非対象校に対する教育改

善活動の紹介を始めており、2009 年以降対象学校数を増やす予定である。これらのことから、

プロジェクト目標はプロジェクト終了時までに達成されることが見込まれる。但し、スリラン

カ側の継続的な組織および財政面のコミットメントが不可欠である。 

（５）上位目標達成の見込み 

一部の対象校では、全国統一試験の成績の向上や、地域における学校の評判が上がることに



よる入学希望者数の増加がみられる。 

対象 ZEO の中には、非対象校においてすでに教育改善活動が導入・実施されているケースも

あり、教育省や州教育省はこうした普及を非対象州やゾーンにも拡大するべく、既に 2009 年分

の予算申請を行っている。また教育省は、今後の普及にあたって啓発活動や調整を行う機関と

して、省内および州教育省に「改善ユニット」を設置した。 

引き続きスリランカ側の自助努力が必要となるものの、以上のことから、本プロジェクトは上

位目標の達成に貢献する見込みがあると言える。 

３-２ 評価結果の要約 

（１）妥当性：大変高い 

本プロジェクトは、スリランカ国の「教育セクター開発フレームワーク・プログラム」（ESDFP）

と合致しており、JICA の国別援助実施方針の中でも優先度が高い。また、ZEO の業務改善への

ニーズや理数科教育にかかる課題に対する取り組みとして、プロジェクトの手法は適切であっ

た。また、プロジェクトの対象地域には遠隔地や紛争被災地を含んでおり、かつ対象校も小・

中規模の学校を選定していることから、本プロジェクト対象地域および対象校の選定は、上位

目標の一つである「教育格差の是正」の意図に沿ったものであった。 

（２）有効性：高い 

本プロジェクトの成果をふまえ、教育省は、プロジェクト終了後も教育改善活動を継続的に

実施・普及していく意向であり、そのための組織作りや予算確保についても諸施策を講じてい

る。このことから、プロジェクト目標はプロジェクト終了までに達成される見込みである。し

かしながら、意思決定機関である改善活動委員会の継続的な開催、予算の獲得、啓発活動や調

整を行う改善ユニットの強化、理数科の活動のフォローアップなどが必要である。 

（３）効率性：中程度 

4 つの成果は達成されつつあるが、ZEO の学校へのモニタリングの強化、IMaCS の正しい教

授法のさらなる徹底、授業研究の効果的な実施のための技術指導とモニタリングなどが引き続

き実施される必要がある。 

（４）インパクト：高い 

本プロジェクトの成果をふまえ、教育省は今後、教育改善活動を、世界銀行の支援により実

施している「学校改善プログラム」（PSI）の中に位置づけ、学校レベルの具体的な活動事例と

して全国展開する意向である。また IMaCS については、そのコンセプトが一部の学年のカリキ

ュラムや教員指導書にすでに取り入れられており、全国的に普及される予定である。 

（５）自立発展性：中程度 

教育省や州教育省は今後、教育改善活動を、通常業務や活動の中に位置づけて導入・推進し

ていく意向であり、そのために必要な予算の確保や実施制度の確立などに取り組み始めている。



IMaCS については、継続的な実施のために不可欠な印刷・配布をいかに行うか、また、特に予

算の確保について課題が残る。授業研究については、指導主事や教科主任による技術指導を含

めた、学校レベルにおける効果的な実施と定着が望まれる。今後、積極的に非対象地域への普

及・拡大を図るためには、改善ユニットの組織・技術面での強化も必要となる。 

３-３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

 教育改善活動実施のための配賦金については、当初の計画どおり、1、2 年目はプロジェクト

で負担し、3 年目はスリランカ側が負担した。こうした配賦金負担の段階的な移行は、プロジ

ェクト終了後の継続的な予算措置をスリランカ側に促す上で効果的であった。 

 中間評価調査において、成果 4 として縦および横の連携を強化するための活動を整理したこと

は、プロジェクト活動の自立発展性を確保するために効果的な施策であった。 

（２）実施プロセスに関すること 

 プロジェクト開始直後、紛争の激化により北東部の治安が悪化し、ジャフナとトリンコマリー

の ZEO および対象校の関係者は多大な影響を受けた。しかし、日本人専門家が訪問できない

間も、現地スタッフを通じて必要な指導や助言を継続したことで活動が継続され、成果をあげ

ることが可能となった。 

 教育改善活動を実施するための資金として学校配賦金を供与し、その使途にかかるある程度の

自由裁量を対象校に与えたことにより、対象校はそれぞれの置かれている状況を把握し、問題を

解決および改善するためのアイデアを実現する機会を得ることができた。配賦金の使用については、

学校の創意や工夫を損なわずタイミングよく使えるような規則が設定されたこと、使用用途や

会計処理に関してプロジェクトからきめ細かいアドバイスやフォローアップがなされたこと

が、配賦金を効果的なものにした。また配賦金を各学校の QEC が管理し、使用や会計処理に

透明性を持たせたことは、関係者間の信頼関係を保つうえで重要な方策であった。 

 中間評価において IMaCS の正しい指導法や理解の遅い生徒へのフォローアップの重要性が指

摘されたが、その後、プロジェクトの指導により、各対象 ZEO や学校がこれらの課題に積極

的に取り組むようになった。 

３-４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

本プロジェクトにおける「教育改善活動」の位置づけや内容、学校において「5S」の改善活

動などを実施する意義等に関して、プロジェクトチームおよび日本側関係者間で解釈の相違が

みられた。 

（２）実施プロセスに関すること 

 理数科教育改善委員会（CoSM）の設立が遅れたことにより、理科の教育改善活動の開始が



遅れたことは、成果 3 の達成に影響を与えた。具体的には、各対象 ZEO や対象校が積極的

に授業研究に取り組むようになったが、実施体制の定着や学校での効果的な実施運用につい

ての成果を確認するには至らなかった。 

 ZEO のモニタリングついて、多くの ZEO が目標回数を達成することができなかった。その

理由として交通手段（車両）の不足、公共交通機関の不便、他の各種担当業務や行事への参

加、治安の影響などが挙げられる。特に遠隔地にある対象校へは訪問を計画通りに実施する

ことができなかった。 

３-５ 結論 

（１）ゾーン教育事務所と学校における教育改善活動の実施 

「教育改善活動」は学校・ゾーンレベルにおいて継続的に実施されており、成果も定着しつつあ

る。学校レベルでは、「学校配賦金」を有効に活用して活動を実施しており、QEC の活動などを通

じて、学校文化に望ましい変化が起こっていることが確認された。ZEO では、改善活動を導入し

たことにより、業務の効率化が図られ、教員へのサービス向上に繋がっている。学校でも ZEO で

も、教材開発などの「教育の質の向上」に、より直接的に資する活動が多く実施されている。 

（２）理数科教育にかかる教育改善活動 

児童生徒の計算能力向上に資する教材である IMaCS は、各ゾーン・学校レベルで、理解の遅い

子どもへの対応等もなされ、有効に活用されている。今後は、IMaCS のコンセプトが算数･数学の

通常の授業にも反映されることが望ましい。 

理科の授業研究は、教員が自分たち自身で授業を評価・改善するための機会として、同僚の授業

を観察し、お互いに学び合う好機になっている。ZEO と学校が協力しながら実施していくことが、

授業研究の継続的な実施の土台となると言える。 

（３）プロジェクトの成果定着のための制度作り 

 スリランカ教育省は、PSI という政策枠組みの中で学校運営改善を進めていく意向を持ってい

る。教育省は、教育改善活動をこのパイロットケースとして、学校開発計画の中に活動を入れ

込んでいくことや、活動のための学校配賦金の供与の仕組み作りなどを進めており、将来的に

本プロジェクトの成果が、スリランカにおける学校運営改善のための制度の中に統合されてい

くことが想定されている。今後、学校運営改善を推進していくためには、教育行政の各レベル

（学校・ゾーン・州・国）で作られている意思決定機関の間で、縦の連携をさらに強化し協力

関係を築いていくことが望ましい。 



３-６ 提言 

（１）教育改善活動を通じた教育の質の向上 

主に児童生徒の活動や理解を促すための教材開発など「教育の質の向上」を目指した教育改善活

動が、今後も継続的に実施されることが望ましい。 

（２）学校レベルで使うことのできる資金の重要性 

プロジェクトにおいて、各対象校に教育改善活動を実施するための学校配賦金を供与したことの

意義は大きかった。今後は、教育省または州政府から、適切なタイミングで適切な額の活動資金が

学校に配賦されることが肝要である。 

（３）非対象ゾーンおよび非対象校への普及 

今後、教育改善活動を非対象ゾーンおよび非対象校に普及していくためには、改善ユニットおよ

び州教育局、ZEO が、関係者の意識向上およびモニタリング機能を担っていくことが重要であり、

そのための能力強化が求められる。 

（４）IMaCS の配布 

IMaCS が児童生徒の計算力の強化に有効であるという認識に基づき、教育省は 2009 年について

は 1 年生から 5 年生用の IMaCS 配布を決定した。しかし、9 年生までの全学年に IMaCS を配布す

る必要性は高い。また、より安価に IMaCS を複写する方法も検討すべきである。 

（５）授業研究の継続的な実施 

児童生徒中心型あるいは活動主体型の実践を日々の授業に取り入れながら、授業研究の「計画・

実践・評価」（Plan-Do-See）のプロセス活用の試みを促進するため、指導主事や教科主任による支

援は不可欠である。また、指導主事や経験豊かな教員によるファシリテーションや教科知識のイン

プットが適切に行われる必要がある。 

（６）分かりやすい教育改善活動マニュアルの作成 

教育改善活動が通常の学校運営および教育行政の枠組みの中で実施され、普及されるよう、必要

な全ての情報、スキル、知識をまとめたマニュアルを作成することが重要である。 

（７）国家が保障すべきナショナル・ミニマムとしての教育と格差解消 

基礎教育の完全普及は国家が国民に保障すべきナショナル・ミニマムであり、地域間の教育格差

解消等については、中央政府のイニシアチブにより適切な対策が講じられる必要がある。 

 



３-７ 教訓 

（１）教育改善活動の政策等のフレームワークの中での位置付け 

本プロジェクトにおける学校運営改善の取り組みは、スリランカ国の教育開発のフレームワーク

である ESDFP の中の PSI の中に位置づけられる。しかしながら実際のプロジェクト活動において

は、現場の活動に重点が置かれ、PSI の中での位置づけの強化への働きかけは十分であったとはい

えない。プロジェクトでは、研修や教育改善活動の実施管理といった日々の活動に重点がおかれが

ちであるが、プロジェクトの政策上の位置づけや両者の補完関係の強化についても、十分に念頭に

おいた上で活動を実施する必要がある。 

（２）「改善活動」「5S」の意義と位置付け 

（意義）オーナーシップの向上やコミュニケーションの改善といった学校文化の変化は、学校関

係者自身による課題分析、改善案検討と実施というボトムアップのアプローチによって起こされた

変化であり、これは 5S を含む改善活動実施のプロセスでもある。しかし、ファイリング等の活動

が直接的にもたらした変化ではなく、5S による事務効率の大幅な改善という成果が見られた ZEO

と学校における 5S の意義とは分けて考える必要がある。 

（位置付け）「改善」、「5S」は教育においては特殊な概念、用語であり、定義を明確にし、関係

者間での共有を図る努力がプロジェクト実施期間を通じてなされてきている。しかし結果として、

時期による位置づけの変化、関係者間での理解の相違は残った。このようなプロジェクトの中心的

な概念の変化、理解の相違は、プロジェクトの実施管理を難しくした。 

（３）学校運営強化に関する異なる論点 

学校自身の学校運営能力の強化は重要であるが、コミュニティ等の社会的、経済的支援の拡大は、

豊かな地域とそうでない地域の格差の原因ともなることも懸念され、学校の能力強化と同時に、中

央教育省、地方教育行政機関による格差縮小への取り組みも強化される必要がある。 

（４）授業研究 

授業研究の取り組みは一定の成果をあげているといえるが、過密なカリキュラムの中で授業研究

の成果をどう授業に活かしていくのかは、多くの国に共通する課題である。また他のプロジェクト

と同様に、授業研究を継続していくには、今後、適切なファシリテーターや教科知識のインプット

も不可欠である。 

 

 




